
  

一 

株
式
会
社
海
外
通
信
・
放
送
・
郵
便
事
業
支
援
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
案
） 

 

株
式
会
社
海
外
通
信
・
放
送
・
郵
便
事
業
支
援
機
構
法
（
平
成
二
十
七
年
法
律
第
三
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。 

 

第
二
十
七
条
第
二
項
及
び
第
三
項
中
「
平
成
四
十
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。 

附 

則 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
経
過
措
置
） 

２ 

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
株
式
会
社
海
外
通
信
・
放
送
・
郵
便
事
業
支
援
機
構
が
行
っ
た
債
務
の
保
証
に
つ
い
て
は
、
こ
の

法
律
に
よ
る
改
正
後
の
第
二
十
七
条
第
三
項
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
前
の
同
項
の
規
定
は
、
な
お
そ

の
効
力
を
有
す
る
。





  

三 

理 

由 

 

株
式
会
社
海
外
通
信
・
放
送
・
郵
便
事
業
支
援
機
構
が
保
有
す
る
全
て
の
株
式
等
及
び
債
権
の
譲
渡
そ
の
他
の
処
分
を
行
う

よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
期
限
を
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と
す
る
等
の
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律

案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 


